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「最低賃金の大幅引上げ」と「開かれた最低賃金審議会」の実現を求める要請 

 

 

日頃より、働く環境の整備に向けた取り組みに敬意を表します。 

さて、安倍首相は「アベノミクスの効果を全国津々浦々にお届けする」として、地方創生特区を新設し、

様々な規制の緩和を実行しようとしています。その根幹には、「世界で企業が一番活動し易い国づくり」が

あり、今国会で提出された「生涯ハケン法」「残業代ゼロ法案」と批判される、労働者派遣法の改正や高度

プロフェッショナル制度なども、安倍首相の進める新自由主義政策が露骨に反映されたものと言えます。 

１９９５年に経団連が発表した「新時代の日本的経営」の戦略に沿って次々と労働法制は改悪され続け

てきました。その結果、非正規雇用の労働者は、今や全体の３８％、２０００万人を超える割合となっていま

す。そして、年収２００万円以下のワーキングプアも１１００万人となり、格差を示すジニ係数や相対的貧困

率は上昇し続けています。 

そのような大変厳しい状況のなかで、所得の下支えとなる最低賃金は、労働者の最後のセーフティー

ネットとなっています。しかし、現在の最低賃金は全国最低で時給６７７円、フルタイムで働いたとしても手

取りで月収１０万円前後と大変低い金額となっています。非正規雇用が増加し続ける中で、非正規雇用と

いえど、「主たる生計者」として家計を支える労働者も増加しています。しかし、現行の最低賃金では、子

どもを産み・育てるには余りにも不十分な金額です。それは、全国の就学援助率が１５．６４％と過去最多

（高知県２４．３８％）となっていることからも明らかです。 

今こそ、憲法２５条の具体化として、最後のセーフティーネットである最低賃金を大幅に引き上げ、どこ

で働いたとしても、次の世代へ再分配を果たせるようにすることが必要です。 

以上の点を踏まえ、以下の通り要請いたします。 

 

記 

 
１．最低賃金について、以下のように改善すること。 

１）「２０２０年までに最低８００円、全国平均１０００円」という政労使合意を実現するプロセスを明らかに

すること。そして、その一環として最低賃金を大幅に引き上げること。 

２）企業内最低賃金引き上げのための中小零細企業支援策の拡充を国に求めるとともに、高知県独自

で小規模事業所でも活用し易い施策を実施すること。 

３)格差を拡大し続ける現行の最低賃金制度の是正と、その制度的解決策として全国一律の最低賃金

制度を確立するよう、国ならびに中央最低賃金審議会に要請すること。 

 



２．高知地方最低賃金審議会について、以下のように改善すること。 

１）委員の任命については、 

①候補者審査においては、絶対評価と相対評価のどちらで審査を行っているか明らかにすること。 

②「総合判断」に至る具体的な判断項目を明らかにすること。また、候補者が連合高知加盟か高知

県労連加盟かが判断基準にあるのかを明らかにすること。 

③「総合判断」に至る具体的な流れ（いつ、だれが判断するのか）を明らかにすること。その中で、誰

が起案し、誰が決済をするのかを明らかにすること。 

④候補者の審査については、推薦届けの項目のみで判断するのか、補充の調査をするのかを明ら

かにすること。 

２）最低賃金審議会において、専門部会の大部分が非公開となっているが、「原則公開」の規程に基づ

き、公開に向けて以下の議論で審議をすること。 

①専門部会を全て公開にすること。 

②公開をするために、クリアすべき課題を明らかにし、企業や個人情報が守られないおそれがあるか

ら非公開とするのではなく、どうすればそのおそれを排除し、公開できるかという視点での議論を

進めること。 

 

 

以上 

 


